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新 旧 

設計業務共通仕様書 

第１編 共通編 

第１章 総則 

 

第 1103 条 受発注者の責務 

１．受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理解したうえ

で業務等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十

分に発揮しなければならない。 

２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円

滑な業務の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、設計業務等の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報

通信技術を活用した設計業務等の実施の効率化等による生産性の向上並びに

技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条

件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。 

 

第 1111 条 打合せ等 

１～３．（省略） 

 

４．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

５．（省略） 

 

第 1138 条 保険加入の義務 

１．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保

険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこ

れらの保険に加入しなければならない。 

２．受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければな

らない。 

設計業務共通仕様書 

第１編 共通編 

第１章 総則 

 

第 1103 条 受発注者の責務 

受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理解したうえ

で業務等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十

分に発揮しなければならない。 

受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円

滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

第 1111 条 打合せ等 

１～３．（省略） 

 

４．打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

５．（省略） 

 

（新規） 
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新 旧 

 

（参考）主要技術基準及び参考図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）主要技術基準及び参考図書 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 

測量業務共通仕様書 

第１章 総則 

 

第 103 条 受発注者の責務 

1．受注者は契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分に理解した

うえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような

技術を十分に発揮しなければならない。 

2．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認

し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

3．受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情

報通信技術を活用した測量業務の実施の効率化等による生産性の向上並び

に技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の

労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。 

 

第 113 条 打合せ等 

1～4．（省略） 

 

5．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

6．（省略） 

 

第 140 条 保険加入の義務 

1．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年

金保険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者

とするこれらの保険に加入しなければならない。 

2．受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなけれ

ばならない。 

 

測量業務共通仕様書 

第１章 総則 

 

第 103 条 受発注者の責務 

受注者は契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分に理解したう

えで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術

を十分に発揮しなければならない。 

受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、

円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

第 113 条 打合せ等 

1～4．（省略） 

 

5．打合せ(対面)の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

6．（省略） 

 

（新規） 
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新 旧 

地質・土質調査業務共通仕様書 

第１章 総則 

 

第１０３条 受発注者の責務 

１．受注者は契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分に理解した

うえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような

技術を十分に発揮しなければならない。 

２．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認

し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、地質・土質調査業務の適正な実施のために必要な技術的能力

の向上、情報通信技術を活用した地質・土質調査業務の実施の効率化等に

よる生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃

金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努め

なければならない。 

 

第１１２条 打合せ等 

１～３．（省略） 

 

４．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

５．（省略） 

 

第１３９条 保険加入の義務 

１．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年

金保険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者

とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２．受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなけれ

ばならない。 

 

地質・土質調査業務共通仕様書 

第１章 総則 

 

第１０３条 受発注者の責務 

受注者は契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分に理解した

うえで調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような

技術を十分に発揮しなければならない。 

受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認

し、円滑な業務の履行に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

第１１２条 打合せ等 

１～３．（省略） 

 

４．打合せ(対面)の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

 

５．（省略） 

 

（新規） 
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新 旧 

第２章 機械ボーリング 

 

第２０３条 調査等 

１～４．（省略） 

 

５．検尺 

（１）ボーリングの位置・方向・深度・孔径及び数量については設計図書によ

るものとする。 

（２）掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として監督職員が立会もしく

は遠隔臨場のうえロッドを挿入した状態で残尺を確認した後、ロッドを

引き抜き、全ロッド長の確認を行うものとする。 

 

６．（省略） 

第４章 サウンディング 

 

第２節 スクリューウエイト貫入試験（旧 スウェーデン式 サウンディ

ング試験） 

 

第４０４条 目的 

スクリューウエイト貫入試験（旧スウェーデン式サウンディング試験）は、深

さ 10ｍ程度の軟弱地盤における土の静的貫入抵抗を測定し、その硬軟若しくは締

まり具合又は土層の構成を判定することを目的とする。 

第４０５条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JIS A 1221（スクリューウエイト貫入試験方法（旧 ス

ウェーデン式 サウンディング試験方法））によるものとする。 

第２章 機械ボーリング 

 

第２０３条 調査等 

１．（省略） 

 

２．ボーリング位置、深度及び数量 

（１）ボーリングの位置・方向・深度・孔径及び数量については設計図書に

よるものとする。 

（２）掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として監督職員が立会のう

えロッドを挿入した状態で残尺を確認した後、ロッドを引き抜き、全ロ

ッド長の確認を行うものとする。 

 

３～６．（省略） 

第４章 サウンディング 

 

第２節 スウェーデン式サウンディング試験 

 

 

第４０４条 目的 

スウェーデン式サウンディング試験は、深さ 10ｍ程度の軟弱地盤における土

の静的貫入抵抗を測定し、その硬軟若しくは締まり具合又は土層の構成を判定

することを目的とする。 

第４０５条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JIS A 1221（スウェーデン式サウンディング試験方

法）によるものとする。 
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新 旧 

２．試験中、スクリューポイントの抵抗と貫入中の摩擦音等により土質を推定し、

可能な場合は、土質名とその深度を記録するものとする。 

３．試験中、目的の深度に達する前までに、礫などにあたり試験が不可能になっ

た場合は監督職員と協議しなければならない。 

４．試験終了後、地下水が認められた場合は、可能な限り水位を測定し記録する

ものとする。  

第４０６条 成果品 

成果品は、次のものを提出するものとする。 

（１）調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含む） 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙の JIS A 1221（スクリ

ューウエイト貫入試験方法（旧 スウェーデン式 サウンディング試験方

法））により整理し提出するものとする。 

 

２．試験中、スクリューポイントの抵抗と貫入中の摩擦音等により土質を推定

し、可能な場合は、土質名とその深度を記録するものとする。 

３．試験中、目的の深度に達する前までに、礫などにあたり試験が不可能にな

った場合は監督職員と協議しなければならない。 

４．試験終了後、地下水が認められた場合は、可能な限り水位を測定し記録す

るものとする。  

第４０６条 成果品 

成果品は、次のものを提出するものとする。 

（１）調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含

む） 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙の JIS A 1221（スウ

ェーデン式サウンディング試験方法）により整理し提出するものとす

る。 
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用地調査等共通仕様書 

第３章 権利調査 

第２節 調査表等の作成 

（転写連続地図の作成） 

第４７条 転写した地図は、各葉を複写して連続させた地図（この地

図を「転写連続図」という。以下同じ。）を作成し、次の事項を記入

するものとする。 

一 工事計画平面図等に基づく土地の取得等の予定線 

二 第４２条第三号で調査した登記名義人の氏名等 

三 管轄登記所名、転写年月日及び転写を行った者の氏名 

 

第６章 建物等の調査 

第２節 調査書等の作成 

（墳墓） 

第８９条 墳墓の図面及び調査書（別記第１４号様式、第１４号様式

の２及び第１４号様式の３）は、第７８条の調査結果を基に改葬及

び祭し料要領により作成するものとする。 

 

（立竹木） 

第９０条  立竹木の図面及び調査書（別記第２０号様式）は、第７９

条の調査結果を基に立竹木要領により作成するものとする。 

 

第３節 算    定 

（移転先の検討） 

第９１条 工場、店舗、営業所、ドライブイン、ゴルフ練習場等の大

規模なもの（以下「大規模工場等」という。）以外の建物等を移転す

る必要があり、かつ、相当程度の残地が生ずるため、残地を当該建

物等の移転先地とすることの検討を行う場合には、残地が建物等の

移転先地として基準運用方針第１１第１（４）第一号から第四号ま

での要件に該当するか否かの検討を行い、次の各号に掲げる資料を

作成するものとする。 

用地調査等共通仕様書 

第３章 権利調査 

第２節 調査表等の作成 

（転写連続地図の作成） 

第４７条 転写した地図は、各葉を複写して連続させた地図（この地

図を「転写連続図」という。以下同じ。）を作成し、次の事項を記入

するものとする。 

一 工事計画平面図等に基づく土地の取得等の予定線 

二 第２７条第三号で調査した登記名義人の氏名等 

三 管轄登記所名、転写年月日及び転写を行った者の氏名 

 

第６章 建物等の調査 

第２節 調査書等の作成 

（墳墓） 

第８９条 墳墓の図面及び調査書（別記第１４号様式、第１４号様式

の２及び第１４号様式の３）は、第６３条の調査結果を基に改葬及

び祭し料要領により作成するものとする。 

 

（立竹木） 

第９０条  立竹木の図面及び調査書（別記第２０号様式）は、第７９

条の調査結果を基に立竹木要領により作成するものとする。 

 

第３節 算    定 

（移転先の検討） 

第９１条 工場、店舗、営業所、ドライブイン、ゴルフ練習場等の大

規模なもの（以下「大規模工場等」という。）以外の建物等を移転す

る必要があり、かつ、相当程度の残地が生ずるため、残地を当該建

物等の移転先地とすることの検討を行う場合には、残地が建物等の

移転先地として基準運用方針第１１第１（４）第一号から第四号ま

での要件に該当するか否かの検討を行い、次の各号に掲げる資料を

作成するものとする。 
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新 旧 

なお、大規模工場等の建物等を移転する必要があり、かつ、相当程

度の残地が生ずるため、残地を当該建物等の移転先地とすることの検

討を行う場合は、第１０章移転工法案の検討により行うものとする。 

一 移転想定配置図（縮尺１００分の１～５００分の 1程度） 

二 有形的・機能的・法制的検討を行った資料（検討概要書） 

２ 前項の検討にあたり残地に従前の建物に照応する建物を再現する

ための当該照応建物（以下「照応建物」という。）の推定建築費は、

策定した建物計画案に基づき、概算額により積算するものとする。 

また、概算額の積算に必要となる、平面図、立面図等はこのための

必要最小限度のものを作成するものとする。 

なお、監督職員から、照応建物の詳細な設計による推定再建築費の

積算を指示された場合は、この限りでない。 

３ 第１項の検討に当たり、当該契約に対象とされていない補償項目

に係わる見積額は,監督員から教示を得るものとする。 

４ 前３項の検討に当たり、移転を必要とする残地内の建物等につい

ては、第８０条で定める図面に対象となるものを明示するものとす

る。 

 

（法令に基づく施設改善費用に係る運用益損失額の算定） 

第９２条 既設の施設を法令の規定に適合させるために必要となる最

低限の改善費用に係る運用益損失額の算定は、第７０条の調査結果

から当該建物又は工作物が既存不適格物件であると認める場合に、

基準運用方針第１１第７の定めるところにより行うものとする。 

 

（照応建物の詳細設計） 

第９３条 第９１条第２項の照応建物の推定建築費の概算額により第

９１条第１項の検討を行った場合は、監督職員と協議するものとす

る。 

２ 前項の協議により照応建物によることが妥当と判断された場合に

おける照応建物の推定建築費の積算又は第９１条第２項なお書きに

なお、大規模工場等の建物等を移転する必要があり、かつ、相当程

度の残地が生ずるため、残地を当該建物等の移転先地とすることの検

討を行う場合は、第１０章移転工法案の検討により行うものとする。 

一 移転想定配置図（縮尺１００分の１～５００分の 1程度） 

二 有形的・機能的・法制的検討を行った資料（検討概要書） 

２ 前項の検討にあたり残地に従前の建物に照応する建物を再現する

ための当該照応建物（以下「照応建物」という。）の推定建築費は、

策定した建物計画案に基づき、概算額により積算するものとする。 

また、概算額の積算に必要となる、平面図、立面図等はこのための

必要最小限度のものを作成するものとする。 

なお、監督職員から、照応建物の詳細な設計による推定再建築費の

積算を指示された場合は、この限りでない。 

３ 第１項の検討に当たり、当該契約に対象とされていない補償項目

に係わる見積額は,監督員から教示を得るものとする。 

４ 前３項の検討に当たり、移転を必要とする残地内の建物等につい

ては、第６５条で定める図面に対象となるものを明示するものとす

る。 

 

（法令に基づく施設改善費用に係る運用益損失額の算定） 

第９２条 既設の施設を法令の規定に適合させるために必要となる最

低限の改善費用に係る運用益損失額の算定は、第７０条の調査結果

から当該建物又は工作物が既存不適格物件であると認める場合に、

基準運用方針第１１第７の定めるところにより行うものとする。 

 

（照応建物の詳細設計） 

第９３条 第９１条第２項の照応建物の推定建築費の概算額により第

７６条第１項の検討を行った場合は、監督職員と協議するものとす

る。 

２ 前項の協議により照応建物によることが妥当と判断された場合に

おける照応建物の推定建築費の積算又は第９１条第２項なお書きに
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よる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げる

もののほか、積算に必要となる図面を作成するものとする。 

 一 照応建物についての計画概要表（別記第２１号様式の１、第２

１号様式の２） 

 二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

 

第１０章 移転工法案の検討 

第１節 調    査 

（敷地使用実態の調査） 

第１２４条 大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、移転工法の検

討に当たって重要となる事項で、主として次の各号に掲げる事項に

ついて行うものとする。ただし、第１１４条の調査結果資料の貸与

を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 

 一 敷地面積及び形状、土地の取得等の範囲及び面積、残地の面積

及び形状 

  二 用途地域等の公法上の規制 

  三 各建物の位置、構造、階数、建築面積、延床面積、建築年月日

及び用途（使用実態） 

 四 敷地内の使用状況等 

 （１）屋外に設置されている機械設備、生産設備及び附帯工作物の

うち、特に必要と認められるものの位置、形状、寸法、容量等 

 （２）駐車場の位置及び収容可能台数、近隣の自動車保管場所の調

査 

 （３）原材料、製品等の置き場の位置、形状、寸法及び原材料、製

品等の品目、数量 

 （４）工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）に基づく緑地の位置及

び面積 

 五 次のいずれかにおける建物等の配置との関係 

（１）前条第６号製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式

化したもの） 

よる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げる

もののほか、積算に必要となる図面を作成するものとする。 

 一 照応建物についての計画概要表（別記第２１号様式の１、第２

１号様式の２） 

 二 面積比較表（別記第２１号様式の３） 

 

第１０章 移転工法案の検討 

第１節 調    査 

（敷地使用実態の調査） 

第１２４条 大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、移転工法の検

討に当たって重要となる事項で、主として次の各号に掲げる事項に

ついて行うものとする。ただし、第１１４条の調査結果資料の貸与

を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 

 一 敷地面積及び形状、土地の取得等の範囲及び面積、残地の面積

及び形状 

  二 用途地域等の公法上の規制 

  三 各建物の位置、構造、階数、建築面積、延床面積、建築年月日

及び用途（使用実態） 

 四 敷地内の使用状況等 

 （１）屋外に設置されている機械設備、生産設備及び附帯工作物の

うち、特に必要と認められるものの位置、形状、寸法、容量等 

 （２）駐車場の位置及び収容可能台数、近隣の自動車保管場所の調

査 

 （３）原材料、製品等の置き場の位置、形状、寸法及び原材料、製

品等の品目、数量 

 （４）工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）に基づく緑地の位置及

び面積 

 五 次のいずれかにおける建物等の配置との関係 

（１）前条第６号製品等の製造（加工）工程又は商品等の流れ（図式

化したもの） 
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（２）第１１３条第６号の製品等の製造（加工）工程又は商品等の流

れ（図式化したもの） 

（３）営業要領第２条第１項第１号ロ（２）移転等の対象となる事業

所等の製造、加工又は販売等の主な品目 

 六 その他移転工法案の検討に必要と認める事項 

 七 敷地内の使用状況の概要が把握できる写真の撮影 

 

第１５章 土地調書及び物件調書の作成 

（土地調書等の作成） 

第１４７条 受注者は、監督職員の指示により第３章、第４章、第６

章及び第７章に定める業務の成果品を基に、土地調書（別記第３３

号様式）及び物件調書（別記第３４号様式）を作成するものとす

る。 

 

 

 

（２）第１１３条第６号の製品等の製造（加工）工程又は商品等の流

れ（図式化したもの） 

（３）営業に関する調査を行う移転等の対象となる事業所等の製造、

加工又は販売等の主な品目 

 六 その他移転工法案の検討に必要と認める事項 

 七 敷地内の使用状況の概要が把握できる写真の撮影 

 

第１５章 土地調書及び物件調書の作成 

（土地調書等の作成） 

第１４７条 受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める

業務の成果品により、土地調書（別記第３３号様式）及び物件調書

（別記第３４号様式）を作成するものとする。 
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工損調査共通仕様書 

第３章 地盤変動影響調査及び費用負担額の算定 

（調査及び費用負担額の算定） 

第３２条 地盤変動影響調査及び費用負担額の算定は、地盤変動影響

調査算定要領（平成 27年 3月 24日付け 国中整用補第 64号）によ

り行うものとする。ただし、地盤変動影響調査算定要領第１０条第

１項の措置は、監督職員の指示により適用するものとする。 

２ 費用負担額の算定を行う場合において、別記第 13、14号様式、第

18号様式の 1,2又は地盤変動影響調査算定要領様式第 5による他、

必要に応じて用地調査等共通仕様書の規定を準用するものとする。 

３ 第１項により難い場合は、監督職員の指示により必要な調査及び

費用負担額の算定を行うものとする。 

 

（水準測量） 

第３３条 地盤変動影響調査算定要領第９条第２項の水準測量は、事

前調査及び事後調査時において、既存の基準となる点（公共水準点

並びに沈下等の恐れのない堅固な物件）から工事の影響を受けない

箇所に任意の点を選点・設置し、その点を基に対象となる建物等基

礎の計測を行い、次の各号に掲げる資料を作成するものとする。な

お、既存の基準となる点については検測し使用することとし、任意

の点の設置及び建物基礎等の計測にあたっては、往復観測するもの

とする。 

一 観測手簿 

二 計算簿 

三 点の記 

四 その他必要と認められる書面及び図面 

２ 前項により難い場合は、監督職員の指示により必要な調査を行う

ものとする。 

 

 

 

工損調査共通仕様書 

第３章 地盤変動影響調査及び費用負担額の算定 

（調査及び費用負担額の算定） 

第３２条 地盤変動影響調査及び費用負担額の算定は、地盤変動影響

調査算定要領（平成 27年 3月 24日付け 国中整用補第 64号）によ

り行うものとする。ただし、地盤変動影響調査算定要領第１０条第

１項第一号は、監督職員の指示により適用するものとする。 

 

２ 費用負担額の算定を行う場合において、別記第 13、14号様式、第

18号様式の 1,2又は地盤変動影響調査算定要領様式第 5による他、

必要に応じて用地調査等共通仕様書の規定を準用するものとする。 

３ 第１項により難い場合は、監督職員の指示により必要な調査及び

費用負担額の算定を行うものとする。 
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第４章 費用負担の説明 

（費用負担の説明） 

第３４条 費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因す

る地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担額の算定内

容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをい

う。 

 

（概況ヒアリング） 

第３５条 受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、監督職員から

当該工事の内容、被害発生の時期、費用負担の対象となる建物等の

概要、損傷の状況、費用負担の内容、各権利者の実情及びその他必

要となる事項について説明を受けるものとする。 

 

（現地踏査等） 

第３６条 受注者は、費用負担の説明の対象となる区域について現地

踏査を行い、現地の状況及び説明対象とされた建物等を把握するも

のとする。 

２ 受注者は、現地踏査後に費用負担の対象となる権利者等と面接

し、費用負担の説明を行うことについての協力を依頼するものとす

る。 

 

（説明資料の作成等） 

第３７条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、前

２条の結果を踏まえ、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これ

らの業務が完了したときは、その内容等について監督職員と協議す

るものとする。 

 一 説明対象建物及び権利者ごとの処理方針の検討 

 二 権利者ごとの費用負担の内容等の確認 

 三 権利者に対する説明用資料の作成 

 

（権利者に対する説明） 

第４章 費用負担の説明 

（費用負担の説明） 

第３３条 費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因す

る地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担額の算定内

容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをい

う。 

 

（概況ヒアリング） 

第３４条 受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、監督職員から

当該工事の内容、被害発生の時期、費用負担の対象となる建物等の

概要、損傷の状況、費用負担の内容、各権利者の実情及びその他必

要となる事項について説明を受けるものとする。 

 

（現地踏査等） 

第３５条 受注者は、費用負担の説明の対象となる区域について現地

踏査を行い、現地の状況及び説明対象とされた建物等を把握するも

のとする。 

２ 受注者は、現地踏査後に費用負担の対象となる権利者等と面接

し、費用負担の説明を行うことについての協力を依頼するものとす

る。 

 

（説明資料の作成等） 

第３６条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、前

２条の結果を踏まえ、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これ

らの業務が完了したときは、その内容等について監督職員と協議す

るものとする。 

 一 説明対象建物及び権利者ごとの処理方針の検討 

 二 権利者ごとの費用負担の内容等の確認 

 三 権利者に対する説明用資料の作成 

 

（権利者に対する説明） 
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第３８条 権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。 

 一 ２名以上の者を一組として権利者と面接すること。 

 二 権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その

他必要な事項について了解を得ておくこと。 

２ 権利者に対しては、前条において作成した説明用資料を基に費用

負担の内容等の理解が得られるよう十分な説明を行うものとする。 

 

（記録簿の作成） 

第３９条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都

度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を説明記録簿

（別記第 17号様式）に記載するものとする。 

 

 

 

（説明後の措置） 

第４０条 受注者は、費用負担の説明の現状及び権利者ごとの経過等

を、必要に応じて、監督職員に報告するものとする。 

２ 受注者は、当該権利者に係わる費用負担の内容等のすべてについ

て権利者の理解が得られたと判断したときは、速やかに、監督職員

にその旨を報告するものとする。 

３ 受注者は、権利者が説明を受け付けない若しくは費用負担の内容

等又はその他事項で意見の相違等があるため理解を得ることが困難

であると判断したときは、監督職員に報告し、指示を受けるものと

する。 

 

第５章 写真台帳の作成 

 

（写真台帳の作成） 

第４１条 受注者は、第３章に定める調査等と併せて、次の各号に定

めるところにより、写真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成す

るものとする。 

第３７条 権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。 

 一 ２名以上の者を一組として権利者と面接すること。 

 二 権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その

他必要な事項について了解を得ておくこと。 

２ 権利者に対しては、前条において作成した説明用資料を基に費用

負担の内容等の理解が得られるよう十分な説明を行うものとする。 

 

（記録簿の作成） 

第３８条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都

度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を説明記録簿

（別記第 17号様式）に記載するものとする。 

 

 

 

（説明後の措置） 

第３９条 受注者は、費用負担の説明の現状及び権利者ごとの経過等

を、必要に応じて、監督職員に報告するものとする。 

２ 受注者は、当該権利者に係わる費用負担の内容等のすべてについ

て権利者の理解が得られたと判断したときは、速やかに、監督職員

にその旨を報告するものとする。 

３ 受注者は、権利者が説明を受け付けない若しくは費用負担の内容

等又はその他事項で意見の相違等があるため理解を得ることが困難

であると判断したときは、監督職員に報告し、指示を受けるものと

する。 
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一 第３章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、監督職員の指

示により、調査区域の概況並びに建物の全景及び建物の主要な構造

部分並びに建物が存在する周囲の状況並びに建物以外の土地に定着

する主要な工作物が容易にわかるものとする。 

二 第３章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、地盤変動影響

調査算定要領により行うものとする。 

２ 写真台帳には、写真を撮影した付近の建物配置図等の写しを添付

し、建物等の番号を付記するとともに、撮影の位置及び方向並びに

写真番号を記入するものとする。 

３ 写真台帳の作成に当たっては、撮影年月日等の記載事項及び撮影

対象物の位置その他必要と認められる事項を明記し、写真撮影に従

事した者の氏名を記載するものとする。 
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